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最近の税制改正について（主な改正事項） 
－ デフレ脱却・経済再生と財政健全化の両立 － 
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25年度（2013年度） 28年度（2016年度）以降 27年度（2015年度） 26年度（2014年度） 

成長志向に重点を置いた法人税改革 
・ 課税ベースを拡大しつつ法人実効税率を引下げ 
  （34.62%→27年度：32.11%→28年度：31.33%） 

・ 数年で20％台まで引き下げることを目指す 

●消費税率５%⇒８%への
引上げ（26.4.1～） 

経済社会の変化に対応した個人所得課税・資産課税のあり
方について議論 

ＢＥＰＳプロジェクトへの対応・自動的情報交換制度の整備 

雇用・消費・ 
所得の拡大等 

民間投資の
活性化等 

●所得拡大促進税制の創設 ●拡充 ●拡充 

●NISAの創設 

●教育資金贈与の非課税措
置の創設 

●拡充 ●拡充、ジュニアNISAの創設 

●住宅取得等資金贈与の非
課税措置の延長・拡充 

●外国人旅行者向け消費
税免税制度の拡充
（26.10.1～） 

●研究開発税制の拡充 ●拡充 ●重点化 

●生産性向上設備投資促
進税制の創設 

●消費税率８%⇒10%への
引上げ（29.4.1～） 

●所得税の最高税率の引上げ
（40%⇒45%）（27年分～） 

●相続税の基礎控除の引下げ
及び税率構造の見直し
（27.1.1～） 

グローバル化対応 

●結婚・子育て資金贈与の
非課税措置の創設 

●事業再編促進税制の創
設 

税
制
抜
本
改
革
法 

成
立
（
24.

8.

10
） 

社会保障・税 
一体改革 

●拡充 
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平成27年度税制改正について① 
（「平成27年度税制改正の大綱」（平成27年１月14日閣議決定）の概要） 

デフレ脱却・経済再生 

－ デフレ脱却・経済再生をより確実なものにしていく観点から、成長志向に重点を置いた法人税改革、高齢者層から若年層への資産

の早期移転を通じた住宅市場の活性化など、経済の好循環の着実な実現に資する措置を講ずる。 
  

○成長志向に重点を置いた法人

税改革 
・「課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」ことにより、法人課税を成長志向型の構造に変える。より広く負担

を分かち合い、「稼ぐ力」のある企業等の税負担を軽減することで、企業の収益力を向上させる取組みを後押し 

・27年度を初年度とし、以後数年で、法人実効税率の20％台までの引下げを目指す 

－ 27年度改正では、欠損金繰越控除の見直し、受取配当等益金不算入の見直し、法人事業税の外形標準課税の拡

大、租税特別措置の見直しにより、財源を確保 

 → 先行減税分をあわせて、27年度▲2.51％・28年度▲3.29％の引下げを決定 

 

 

 

 

 

－ 28年度改正では、課税ベースの拡大等により財源を確保して、28年度における税率引下げ幅の更なる上乗せを

図る（▲3.29％＋α）。その後の年度の改正においても、改革を継続（与党税制改正大綱） 

・所得拡大促進税制の拡充などにより、賃上げの取組みを後押し 

○住宅取得等資金に係る贈与 

 税の非課税措置の延長・拡充 

・足元の住宅市場活性化策及び消費税率10％への引上げ（平成29年４月）に伴う駆け込み・反動減対策の観点から、  

  適用期限を延長した上で拡充（非課税枠：1,000万円⇒最大3,000万円） 

○ＮＩＳＡの拡充 ・ジュニアＮＩＳＡを創設（20歳未満の者の口座開設を可能に。年間投資上限額80万円） 

・投資上限額を引上げ（年間100万円⇒120万円） 

改正前 

⇒ 

27年度 28年度 

法人税率 25.5 ％ 23.9 ％ 23.9 ％ 

法人事業税所得割（標準税率） 7.2 ％ 6.0 ％ 4.8 ％ 

国・地方の法人実効税率 34.62％ 32.11％ 

（▲2.51％） 

31.33％ 

（▲3.29％） 
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平成27年度税制改正について② 
（「平成27年度税制改正の大綱」（平成27年１月14日閣議決定）の概要） 

 
地方創生 

－ 人口減少及び地方における人口流出等の構造的な課題を克服するため、東京一極集中の是正や若い世代の結婚・子育て

の希望の実現等を通じた地方創生に向けて税制措置を講ずる。 

○地方拠点強化税制の創設 ・地域再生法の新たな枠組みの下、企業の本社機能等に関し、東京圏から地方への移転、又は地方に

おける拡充の取組みを支援するため、税制措置を創設 

※ 東京23区からの移転の場合 

①本社等の建物に係る投資減税：特別償却25％ or 税額控除7％（27・28年度、29年度は4％） 

②雇用促進税制の特例：地方拠点の増加雇用者数１人当たり最大80万円の税額控除 

（最大の場合、３年間合計で140万円） 
  

○ふるさと納税の拡充 

 

・住民税の特例控除額を拡充（上限：個人住民税所得割の１割⇒２割） 

・申告手続きを簡素化（確定申告を行わない給与所得者等について、寄附先の団体が本人に代わって

控除手続を行う「ふるさと納税ワンストップ特例」を創設） 
 

○外国人旅行者向け消費税免税  

 制度の拡充 

・商店街やショッピングモール内などにおける消費税の免税手続きを、「免税手続カウンター」で  
 まとめて行えるようにする 

○結婚・子育て資金の一括贈与 

 に係る贈与税の非課税措置の 

 創設 

・両親や祖父母の資産を早期に移転することを通じて、子や孫の結婚・出産・育児を後押しする   

 ため、これらに要する資金の一括贈与に係る非課税措置を創設（非課税枠：1,000万円） 

3

0123456789



消費税率引上げ時期の変更に伴う対応 

○消費税率10％への引上げ時期の変更： 平成27年10月１日 ⇒ 平成29年４月１日 

○景気判断条項（税制抜本改革法附則18条３項）の削除 

○住宅ローン減税等の適用期限の変更： 平成29年12月31日 ⇒ 平成31年６月30日 

（注）消費税率10％段階の自動車取得税廃止等の措置、地方法人課税の偏在是正措置は、平成28年度以降の税制改正で結論 

国際課税（G20・BEPSプロジェクト）関連 

－ Ｇ20・ＯＥＣＤが推進している「ＢＥＰＳプロジェクト」等の取組みの趣旨を踏まえ、クロスボーダーの取引や人の動

きに係る課税の適正化に向けて取り組む。 

○国境を越えた役務の提供に対

する消費税の課税の見直し 

・国内外の事業者間の競争条件の公平性を確保する観点から、国外事業者が国境を越えて行う電子書

籍・音楽・広告の配信等の電子商取引を消費税の課税対象とする 

○外国子会社配当益金不算入制

度の適正化 

・国際的な二重非課税を防止する観点から、外国子会社において損金に算入される配当を外国子会社

配当益金不算入制度の適用対象から除外 

○国外転出をする場合の譲渡所

得課税の特例の創設 

・クロスボーダーでの課税逃れを防止する観点から、巨額の含み益（未実現のキャピタルゲイン）を

有する株式等を保有して国外に転出する者に対する譲渡所得課税の特例を創設 

○非居住者に係る金融口座情報

の自動的交換制度の整備 

・非居住者の金融口座情報を各国税務当局と自動的に交換するため、金融機関に対し非居住者の金融

口座情報の報告を求める制度を整備 

平成27年度税制改正について③ 
（「平成27年度税制改正の大綱」（平成27年１月14日閣議決定）の概要） 
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復興支援 

○福島再開投資等準備金制度の

創設 

・福島の避難解除区域等に帰還して事業を再開しようとする事業者を対象に、投資費用を積み立てや

すくするための準備金制度を創設 

○福島復興再生拠点市街地形成

施設に係る譲渡所得の特例措

置 

・「一団地の福島復興再生拠点市街地形成施設」の整備のために土地を譲渡した場合に、5,000万円

特別控除等を適用 

その他 

○車体課税の見直し ・エコカー減税（自動車重量税・自動車取得税）について、燃費基準の円滑な移行や足下の自動車消

費の喚起の観点から、２年間の経過的な措置として、減免税車の対象範囲を見直し 

・軽自動車税について、平成27年度に新規取得した一定の環境性能を有する軽四輪等について、その

燃費性能に応じたグリーン化特例（軽課）を導入。二輪車に係る税率の引上げを平成27年４月１日

から平成２８年４月１日に１年延期 

○たばこ税（旧３級品） ・旧３級品の紙巻たばこ（わかば、ゴールデンバットなど国産６銘柄）に係る特例税率（一般税率よ

りも低い税率）について、ＷＴＯ協定等の内外無差別原則の遵守を確実なものとするため、段階的

に縮減・廃止 

○円滑・適正な納税のための環境整備 

  ・国外居住親族に係る扶養 

控除等の適正化 

・国外居住親族に係る扶養控除等の適用の適正化の観点から、適用を受ける納税者に対し、親族関係

書類等の添付等を義務付け 

・マイナンバーが付された

預貯金情報の効率的な利

用に係る措置 

・マイナンバーが付された預貯金情報を税務手続において効率的に利用する観点から、銀行等に対し

預貯金情報をマイナンバーにより検索可能な状態で管理することを義務付け 

平成27年度税制改正について④ 
（「平成27年度税制改正の大綱」（平成27年１月14日閣議決定）の概要） 

 

5

0123456789


